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労組周辺動向 No. 199 

Labour Update 

2024 - 08 - 30 

1. 法・政策 

 

(1) 教員の「残業代」３倍に増額へ、基本給の１３％に引き上げの方針…実現なら５０年ぶり改定 

 

文部科学省がまとめた公立学校教員の処遇改善案の概要が８月２１日、判明した。残業代の代わり

に一律支給されている「教職調整額」を、基本給の４％から１３％に引き上げる方針で、実現すれ

ば約５０年ぶりの改定となる。教員のなり手不足が深刻化していることを踏まえ、文科省は処遇改

善を図り、人材の確保につなげたい考えだ。 

 

文科省が処遇改善を加速させるのは、教員の採用倍率が低迷しているためだ。００年度に１２・５

倍だった公立小学校の採用倍率は、２３年度に２・３倍まで落ち込み、過去最低となった。各地で

教員を補充できない「教員不足」が起きている。 

 

その背景には、教員の長時間労働があるとされる。文科省の２０２２年度調査では、国が上限とす

る月４５時間を超えて残業していた教員は小学校で６５％、中学校では７７％だった。 

 

文科省は処遇改善策と併せ、将来の残業時間を月２０時間程度に減らすことを目標に掲げている。 

 

(2) 令和５年労働争議統計調査の概況 

 

「令和５年労働争議統計調査の概況」 2024年8月29日 厚生労働省 
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https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/14-r05-08.pdf 

 

「令和５年「労働争議統計調査」の結果を公表します ～労働争議について、総争議件数は前年に

比べ増加～」 2024年8月29日 厚生労働省 

 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/14-r05-09.pdf 

 

 

 

2. 法違反・闘い 

 

(1) 看護師ら16人が "約4600万円" の支払いを求めて提訴…着替えや始業前の薬の準備などが"残

業"扱いされず…団体交渉続けるも病院側が聞き入れず 札幌地裁 

 

着替えの時間や業務開始前の時間外手当などが支払われていないのは不当だとして、札幌市の病院

に勤務する看護師らが約4600万円を求め提訴した。 

 

訴えによると病院側は10分間の看護師らの着替え時間や、患者へ対応するため始業時間の前から薬

の準備をする時間の残業代などを支払っていないとして、病院を運営する「北武会」に過去3年

分、約4600万円の支払いを求めている。 

 

賃金の支払いをめぐり団体交渉を続けてきたが、病院側は2023年6月から申し入れを拒絶し交渉が

進まないことなどから提訴に踏み切った。 

 

「10回以上申し入れしたにもかかわらず、すべて無視。話し合いにならない」（原告の看護師） 

 

原告は裁判を通じて労働環境の改善を図りたいとしている。 

 

(2) 未払い残業代約1800万円 サカイ引越センターの社員ら提訴「残業代を安くする仕組みを作っ

ている」 

 

大阪府堺市の引っ越し大手「サカイ引越センター」の社員らが8月27日、未払いの残業代として

1800万円あまりを求める訴えを起こした。 

 

訴状などによると、サカイ引越センターの社員と元社員の6人は、会社の「出来高払い制」の給与

体系について、「手当を“出来高”として支給し、基本給を低くすることで不当に残業代を少なくし

ている」と主張。会社に対して、過去の14か月～39か月分、月8万円から10万円ほどの未払いの残

業代1800万円あまりとともに、労働基準法に違反した付加金、約1700万円についても支払うよう

求めている。 

 

(3) 右手切断し労災認定の技能実習生 勤務先に賠償求め提訴 

 

岩手県内の工場で技能実習生として働いていた中国人の男性が、十分な指導などを受けずに機械を

使い右手を切断したとして、勤務先の協同組合などに1億1000万円余りの賠償を求める訴えを起こ

した。 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/14-r05-08.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/14-r05-09.pdf
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訴えなどによると、去年8月、男性は工場で使っていた機械に板が挟まれ、それを取ろうとしたと

ころ急に動き出した機械に右手を巻き込まれて切断してしまい、その後、労災認定を受けた。 

 

当時、現場にいたのは別の技能実習生だけで、日本人の社員から機械の使い方の詳しい説明を受け

ていなかったなどとして、工場を運営する協同組合と監理団体に1億1000万円余りの賠償を求めて

いる。 

 

(4) パワハラでPTSD再発→雇い止めと訴え ダイハツ元社員が労働審判 

 

上司のパワハラで精神障害が再発し、雇い止めに至ったとして有期雇用の元社員（30）がダイハツ

工業（大阪府池田市）に雇用が続いていることの確認を求める労働審判を大阪地裁に申し立てた。 

 

元社員は2018年に心的外傷後ストレス障害（PTSD）と診断され、症状が治まった後の23年3月に

同社の障害者雇用枠で採用された。 

 

だが6月ごろ、新しい上司に障害の内容を知ってもらおうと資料を作ると、直属の上司から「ミス

を見逃してもらおうとしている」と言われたという。「障害者だからといって特別な配慮はしな

い」とも言われ、PTSDが再発。幻聴が聞こえ、ミスが増えた。 

 

10月に社内のパワハラ通報窓口に相談しても、配置換えなどはなく24年2月、雇い止めにされたと

いう。 

 

 

3. 情勢・統計 

 

(1) 酷暑コスト、世界で53兆円 ILO試算、対策呼びかけ 

 

酷暑が職場にもたらすコストは世界で約３６１０億ドル（約５３兆円）に上るとの報告書を、国際

労働機関（ＩＬＯ）がまとめた。体調悪化などで失われる収入や治療費を試算した。各国の暑さ対

策も比較し、日本については涼しい休憩場所の設置などが不十分だとみている。 

 

世界の平均気温は７月２１、２２日に連続で観測史上最高を記録。国連のグテレス事務総長が警告

を発する事態となっている。ＩＬＯは安全対策などの改善で酷暑コストは減らせるとし、「労働者

を守るための行動計画や法整備が必要だ」と呼びかけている。 

 

ＩＬＯは既に、世界で２４億１０００万人が酷暑の中で働いているとの推計を明らかにしている。

７月下旬に公表した今回の報告書では、酷暑コストは所得の低い国では国内総生産（ＧＤＰ）の

１・５％に上るとの試算も示した。 

 

"Heat at work: Implications for safety and health" 

 

https://www.ilo.org/publications/heat-work-implications-safety-and-health 

 

(2) 最低賃金改定で「給与を見直す」企業 4割 約2割は現在、 10月以降の最低賃金を下回る時給 

 

https://www.ilo.org/publications/heat-work-implications-safety-and-health
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厚生労働省の中央最低賃金審議会は7月25日、答申を取りまとめ、2024年度の地域別最低賃金額改

定の目安額をすべての都道府県で前年度から50円の引き上げとすることを示した。全国加重平均で

は1,054円となる。現在、目安通りの引き上げとなった場合の最低賃金より低い時給での雇用は、

企業の19.2％ある。約2割の企業が10月以降、給与引き上げなどの対応を迫られる。 

 

来年度の最低賃金改定で許容できる上昇額が「50円以上」と回答した企業は64.6％で、前回アン

ケート（2023年8月実施）の50.6％を14.0ポイント上回った。ただ、「許容できない」と回答し

た企業も17.1％（前回15.9％）と微増だった。コロナ禍を経て業績が回復した企業など、最低賃金

の上昇への対応余力がある企業が増えるなか、賃上げ負担が重い事業者も一定数存在することを示

している。 

 

最低賃金の上昇への対策では、最多が「価格転嫁」の48.5％だった。前回、「価格転嫁」との回答

は36.3％だった。長引く物価高や持続的な賃上げには適切な価格転嫁が不可欠で、企業側も積極的

な姿勢に変化しつつある。 

 

一方で、最低賃金の上昇は非正規社員の労働時間の短縮につながり、人手不足の悪化を招きかねな

い。安定的な賃上げは、企業の自立的な売上増やコスト削減など収益強化策に加え、政策・制度の

面からも支援が重要になっている。 

 

※本調査は2024年8月1～13日にインターネットによるアンケート調査を実施。有効回答5,506社

を集計し、分析した。 

※資本金1億円以上を大企業、1億円未満（個人企業等を含む）を中小企業と定義した。 

 

Q1.2024年度の最低賃金（時給）引き上げ額の目安は50円（全国加重平均）となりました。目安通

りの引き上げとなった場合、貴社では給与設定を変更しますか？（択一回答） 

◇最低賃金の上昇に伴い、「給与を引き上げる」企業は4割 

最多は、「引き上げ後の最低賃金額より低い時給での雇用はなく、給与は変更しない」の59.6％

（5,506社中、3,282社）で、約6割の企業が給与を変更しないと回答した。 

一方、「引き上げ後の最低賃金より低い時給での雇用はないが、給与を引き上げる」は21.1％

（1,163社）、「現在の時給は引き上げ後の最低賃金額を下回っており、最低賃金額と同額まで給

与を引き上げる」が11.7％（648社）、「現在の時給は引き上げ後の最低賃金を下回っており、最

低賃金額を超える水準まで給与を引き上げる」が7.5％（413社）で、合計40.3％（2,224社）の

企業は最低賃金の上昇に伴い、何らかの形で給与を引き上げると回答した。 

現在、引き上げ後の最低賃金より低い時給での雇用がある企業は19.2％（1,061社）で、10月以

降、賃上げ対応が必須となっている。 

 

Q2.貴社で許容できる来年度の最低賃金（時給）の上昇額は最大でいくらですか？  

◇6割超が今年度以上の水準が可能 

今年度の最低賃金を基準に、来年度許容できる最低賃金の引き上げ額を聞いた。2,262社から回答

を得た。 

10円刻みのレンジでは、最多は「50円以上60円未満」の33.1％（749社）だった。今年度の引き

上げ額の目安である50円と同程度の賃上げであれば、来年度も持続できると考えている企業が多い

とみられる。 

来年度も「50円以上」の最低賃金の上昇を許容できる企業の合計は64.6％（1,463社）だった。

2023年8月に実施した同様のアンケートで、来年度（2024年度）に「50円以上」の最低賃金上昇

を許容できるとした企業の50.6％からは、14.0ポイント上昇した。 
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アフターコロナの業績回復に加え、物価高を反映した価格転嫁も徐々に進んでいる。このため、人

件費負担が増す企業がある一方で、賃上げ余力が生じている企業も出ている。 

また、これ以上の最低賃金の上昇は「許容できない」と回答した企業は17.1％（389社）だった。

前年度の15.9％からは1.2ポイント上昇した。 

来年度の許容できる最低賃金の上昇額の中央値は、すべての企業規模で「50円」だった。 

 

Q3.最低賃金の上昇に対して、貴社はどのような対策を実施、または検討していますか？（複数回

答） 

◇「価格転嫁」が最多の48.5％ 

最低賃金の上昇への対策について、3,779社に聞いた。 

最多は「商品やサービスの価格に転嫁する」の48.5％（1,835社）だった。 

以下、「設備投資を実施して生産性を向上させる」の26.7％（1,009社）、「雇用人数を抑制す

る」の16.7％（633社）、「従業員の雇用形態を変更する」の14.6％（552社）と続く。「できる

対策はない」は18.3％（694社）。 

規模別では、「設備投資を実施」は大企業36.2％（337社中、122社）、中小企業25.7％（3,442

社中、887社）で、大企業が10.5ポイント上回った。一方、「設備投資を抑制」は大企業6.5％

（22社）、中小企業11.2％（388社）で、中小企業が4.7ポイント上回った。 

その他では、「130万円の壁もあり、稼働時間を減らすしかない」（情報処理サービス業、資本金

1億円未満）など、時給の上昇による労働時間の短縮で、人手不足が加速することを懸念する声も

聞かれた。 

 

「2024年『最低賃金引き上げに関するアンケート』調査」 2024年8月21日 株式会社東京商工

リサーチ 

 

https://www.tsr-net.co.jp/data/detail/1198859_1527.html 

 

(3) 最低賃金の全国平均は1055円 27県で引き上げ目安額上回る 

 

2024年度の最低賃金（時給）は8月29日、全都道府県で金額が決定した。厚生労働省のまとめによ

ると、全国平均は1055円で、現時点より51円上がる。7月末に厚労省の審議会が示した引き上げの

目安額は50円だったが、人手不足や隣県との格差への危機感から各地で上乗せが相次ぎ、中でも徳

島県は84円と目安を34円上回る異例の決定。目安を上回ったのは27県で、10月以降に各地で適用

する。 

https://www.tsr-net.co.jp/data/detail/1198859_1527.html

